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【訂正箇所について】 

（平成 29年度） 

 

○ １ページ （２）取りまとめ結果 

（誤） 

①－１ 独立行政法人等の役員における退職公務員の状況 
独立行政法人 
特殊法人 
認可法人 
特別の法律により設立される民間法人 
国立大学法人・大学共同利用機関法人 
日本司法支援センター 

606 人中 
448 人中 
204 人中 

1,139 人中 
679 人中 

7 人中 

 21 人［ 21 人］ 
 44 人［ 43 人］ 
 13 人［ 12 人］ 
 55 人［ 47 人］ 
 10 人［  9 人］ 
 2 人［  2 人］ 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

456人中 
304人中 
68 人中 
87 人中 

519人中 
2 人中 

17人［ 17人］） 
36 人［ 35 人］） 
8 人［  8 人］） 

20 人［ 19 人］） 
5 人［  4 人］） 
0 人［  0 人］） 

 
（正） 

①－１ 独立行政法人等の役員における退職公務員の状況 
独立行政法人 
特殊法人 
認可法人 
特別の法律により設立される民間法人 
国立大学法人・大学共同利用機関法人 
日本司法支援センター 

606 人中 
448 人中 
204 人中 

1,139 人中 
679 人中 

7 人中 

 21 人［ 21 人］ 
 44 人［ 43 人］ 
 13 人［ 12 人］ 
 60 人［ 52 人］ 
 10 人［  9 人］ 
 2 人［  2 人］ 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

456人中 
304人中 
68 人中 
87 人中 

519人中 
2 人中 

17人［ 17人］） 
36 人［ 35 人］） 
8 人［  8 人］） 

20 人［ 19 人］） 
5 人［  4 人］） 
0 人［  0 人］） 

 
○ ２ページ （２）取りまとめ結果 

（誤） 
④ 独法等情報公開法対象法人の役員における当該法人の退職者の状況 

独立行政法人 
特殊法人 
認可法人 
国立大学法人・大学共同利用機関法人 
日本司法支援センター 

606 人中 
129 人中 

50 人中 
679 人中 

7 人中 

184人  
39 人 
12 人 
98 人 
0 人                   

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

456 人中 
80 人中 
34 人中 

519 人中 
2 人中 

171 人） 
36 人） 
12 人） 
67 人） 
0 人） 

 
（正） 

④ 独法等情報公開法対象法人の役員における当該法人の退職者の状況 

独立行政法人 
特殊法人 
認可法人 
国立大学法人・大学共同利用機関法人 
日本司法支援センター 

606 人中 
129 人中 

50 人中 
679 人中 

7 人中 

196人  
39 人 
12 人 
98 人 
0 人                   

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

456 人中 
80 人中 
34 人中 

519 人中 
2 人中 

174 人） 
36 人） 
12 人） 
67 人） 
0 人） 
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○ 別表 10ページ～ 

（誤）※該当法人のみ抜粋 

厚生労働省 ＊ (独)
国立研究開発法人医薬
基盤・健康・栄養研究

所
2 2 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
高齢・障害・求職者雇

用支援機構
7 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
労働政策研究・研修機

構
4 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 国立病院機構 5 10 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 地域医療機能推進機構 5 6 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立

がん研究センター
1 7 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 2 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
循環器病研究センター

2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
精神・神経医療研究セ

ンター
2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
国際医療研究センター

2 6 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 0 [ 0 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 1 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
成育医療研究センター

2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
長寿医療研究センター

2 3 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
医薬品医療機器総合機

構
5 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 1 ( 1 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
年金積立金管理運用独

立行政法人
4 8 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 1 [ 1 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 1 ( 0 [ 0 ] )

(民)
陸上貨物運送事業労働

災害防止協会
0 90 0 [ 0 ] 2 [ 2 ]

(民)
建設業労働災害防止協

会
1 73 1 [ 1 ] 3 [ 3 ]

(民)
社会保険診療報酬支払

基金
5 15 1 [ 0 ] 0 [ 0 ]
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（正）※該当法人のみ抜粋 

厚生労働省 ＊ (独)
国立研究開発法人医薬
基盤・健康・栄養研究

所
2 2 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
高齢・障害・求職者雇

用支援機構
7 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 1 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
労働政策研究・研修機

構
4 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 1 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 国立病院機構 5 10 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 2 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 地域医療機能推進機構 5 6 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 1 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立

がん研究センター
1 7 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 3 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
循環器病研究センター

2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
精神・神経医療研究セ

ンター
2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
国際医療研究センター

2 6 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 0 [ 0 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 2 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
成育医療研究センター

2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 1 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立研究開発法人国立
長寿医療研究センター

2 3 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
医薬品医療機器総合機

構
5 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
年金積立金管理運用独

立行政法人
4 8 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 1 [ 1 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 2 ( 0 [ 0 ] )

(民)
陸上貨物運送事業労働

災害防止協会
0 90 0 [ 0 ] 3 [ 3 ]

(民)
建設業労働災害防止協

会
1 73 1 [ 1 ] 4 [ 4 ]

(民)
社会保険診療報酬支払

基金
5 15 1 [ 0 ] 3 [ 3 ]
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○ （参考２）18ページ 

（誤）１ 独立行政法人等の役員に関する就任状況 

 今回調査［平成 29 年 10 月 1 日時点］ 前回調査［平成 28 年 10 月 1 日時点］ 

法人

数 

役員数 

うち 

退職公務員

の数 

役員に占める 

退職公務員の

割合 法人数 

役員数 

うち 

退職公務員

の数 

役員に占める 

退職公務員の

割合 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 
（うち常勤） 

（うち常

勤） 
（うち常勤） （うち常勤） 

独立行政法人 87 
606 

（456） 

21 

（17） 

3.5％ 

（3.7％） 
88 

607 

（461） 

22 

（19） 

3.6％ 

（4.1％） 

特殊法人 33 
448 

（304） 

44 

（36） 

9.8％ 

（11.8％） 
32 

431 

（292） 

48 

（40） 

11.1％ 

（13.7％） 

認可法人 
16 

204 

（65） 

13 

（8） 

6.4％ 

（11.8％） 
15 

199 

（65） 

13 

（8） 

6.5％ 

（12.3％） 

特別民間法人 
32 

1,139 

（87） 

55 

（20） 

4.8％ 

（23.0％） 
33 

1,152 

（89） 

58 

（22） 

5.0％ 

（24.7％） 

国立大学法人

等 
91 

679 

（519） 

10 

（5） 

1.5％ 

（1.0％） 
91 

691 

（521） 

11 

（4） 

1.6％ 

（0.8％） 

計 
259 

3,083

（1,436） 

145 

（86） 

4.7％ 

（6.0％） 
259 

3,080

（1,428） 

152 

（93） 

4.9％ 

（6.5％） 
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（正）１ 独立行政法人等の役員に関する就任状況 

 今回調査［平成 29 年 10 月 1 日時点］ 前回調査［平成 28 年 10 月 1 日時点］ 

法人

数 

役員数 

うち 

退職公務員

の数 

役員に占める 

退職公務員の

割合 法人数 

役員数 

うち 

退職公務員

の数 

役員に占める 

退職公務員の

割合 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 
（うち常勤） 

（うち常

勤） 
（うち常勤） （うち常勤） 

独立行政法人 87 
606 

（456） 

21 

（17） 

3.5％ 

（3.7％） 
88 

607 

（461） 

22 

（19） 

3.6％ 

（4.1％） 

特殊法人 33 
448 

（304） 

44 

（36） 

9.8％ 

（11.8％） 
32 

431 

（292） 

48 

（40） 

11.1％ 

（13.7％） 

認可法人 
16 

204 

（65） 

13 

（8） 

6.4％ 

（11.8％） 
15 

199 

（65） 

13 

（8） 

6.5％ 

（12.3％） 

特別民間法人 
32 

1,139 

（87） 

60 

（20） 

5.3％ 

（23.0％） 
33 

1,152 

（89） 

65 

（22） 

5.6％ 

（24.7％） 

国立大学法人

等 
91 

679 

（519） 

10 

（5） 

1.5％ 

（1.0％） 
91 

691 

（521） 

11 

（4） 

1.6％ 

（0.8％） 

計 
259 

3,083

（1,436） 

150 

（86） 

4.9％ 

（6.0％） 
259 

3,080

（1,428） 

159 

（93） 

5.2％ 

（6.5％） 

 


